
 

元女性国税専門官からのひとこと～税制改正大綱～ 

 

自由民主党・公明党の両党による税制改正大綱が、12 月 27 日に閣議決定しました。個人の所得税関連で

は以下の項目があげられています。 

 

１．年収 103 万円の壁の見直し 

令和 7 年 1 月より、以下のように改正することを明記されました。 

 所得税の基礎控除を 48 万円から最高 58 万円に 10 万円増額 

 給与所得控除額の最低額を 55 万円から 65 万円に 10 万円増額 

消費者物価は平成 7 年から令和 5 年にかけて 20％程度上昇しています。こうした物価動向を踏まえ、「所得

税の基礎控除の額を現行の 48 万円から最高 58 万円に 20％引き上げる」と明記されました。 

なお、地方税の基礎控除は、今回の改正により減収となることを考慮し、現行のまま据え置きとしています。 

給与所得控除額については、年収 190 万円までは最低保証額として 65 万円に 10 万円増額となりますが、

年収 190 万円以上の場合は、現行の控除額と変更はありません。こちらは所得税も地方税も同様とされます。 

なお、今後も協議を継続する予定となっておりますので、今後変わる可能性はあります。 

 

２．特定扶養特別控除の導入 

19 歳から 22 歳までの大学生の年齢の方の扶養控除は、これまでの「特定扶養控除」の年収要件（年収 103

万円まで）を見直し、新たに「特定扶養特別控除」として適用年収の上限（年収 150 万円まで）引き上げま

す。 

なお、16 歳から 18 歳までの高校生の年齢の方の扶養控除は、令和 6 年 12 月から児童手当の拡充により、

削減される予定でしたが、今年度の税制改正により現行を維持することに改められています。 

 

３．iDeCo 掛金の月額掛金の上限引き上げ 

① 企業年金に加入している会社員公務員の iDeCo 掛金の上限を２万円から企業年金と合計で 6.2 万円に 

② 企業年金のない会社員の iDeCo 掛金の上限を 2.3 万円から 6.2 万円に 

③ 自営業の方の iDeCo は、国民年金基金との合計で 6.8 万円から 7.5 万円に 

※なお、専業主婦など国民年金の３号被保険者は 3 万円のまま拡充なし 

 

４．子育て世帯の住宅ローン減税の 1 年延⾧ 

住宅ローン減税の借入額の上限額が令和６年分から引き下げられていますが、子育て世帯に限り、借入額の

上限額の適用が令和６年まで延⾧されていました。さらに令和７年度の税制改正により子育て世帯に限り、

借入額の上限額の適用がそのまま延⾧されることが明記されました。 

※子育て世帯とは、その年の年末において 19 歳未満の扶養親族を有する者又は自身もしくは配偶者が 40

歳未満の者 
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５．生命保険料控除の適用額の拡大 

生命保険料控除における新生命保険料に関係する遺族保障について、23 歳未満の扶養親族がいる場合

は、現行 4 万円の適用限度額に対して 2 万円の上乗せすることが明記されました。 

 

６．退職所得の課税について 

令和 8 年 1 月以降支払の退職一時金より、退職手当金等（老齢一時金を除く）の支払いを受ける年の前

年以前 9 年内（現行 4 年内）に他の老齢一時金を受けている場合には、当該老齢一時金については、退職

所得控除額の計算における勤続年数の重複期間は排除することとされます。 

この改正により、iDeCo に加入されている方が、iDeCo と退職金の受取時期の期間について影響があり

ます。これまでは 60 歳で iDeCo を受け取り、5 年目以降の 65 歳以降で退職金を受け取れば、退職所得控

除額の計算上、重複期間の排除をする必要がありませんでしたが、今後は 10 年目以降の 70 歳以降での退

職金受取でないと重複期間の排除をする必要があります。 

なお、iDeCo よりも先に退職金を受け取る場合には、退職金の受け取り後 19 年経過しないと、退職所得

控除額の計算上、重複期間の排除をすることができません。 

 


